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図 7. 訪韓外国人旅行者の地域別比較 

 

出所：韓国観光公社よりスパークス作成 

  

(上段：1000人、下段：％）
2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015

外国人観光客計 6,891 7,818 8,798 9,795 11,140 12,176 14,202 13,232
(%, 対前年比) 6.9 13.4 12.5 11.3 13.7 9.3 16.6 -6.8
日本 2,378 3,053 3,023 3,289 3,519 2,748 2,280 1,838
(%, 対前年比) 6.4 28.4 -1.0 8.8 7.0 -21.9 -17.0 -19.4
中国 1,168 1,342 1,875 2,220 2,837 4,327 6,127 5,984
(%, 対前年比) 9.3 14.9 39.7 18.4 27.8 52.5 41.6 -2.3
北米 745 752 814 827 876 856 974 974
(%, 対前年比) 3.9 1.0 8.3 1.7 5.9 -2.3 13.8 0.0
ヨーロッパ 592 598 646 681 717 768 849 806
(%, 対前年比) 5.9 0.9 8.0 5.5 5.3 7.1 10.5 -5.0
その他 2,008 2,072 2,440 2,777 3,191 3,477 3,972 3,629
(%, 対前年比) 7.5 3.2 17.7 13.8 14.9 9.0 14.2 -8.6
シェア
日本 34.5 39.1 34.4 33.6 31.6 22.6 16.1 13.9
中国 16.9 17.2 21.3 22.7 25.5 35.5 43.1 45.2
北米 10.8 9.6 9.3 8.4 7.9 7.0 6.9 7.4
ヨーロッパ 8.6 7.6 7.3 7.0 6.4 6.3 6.0 6.1
その他 29.1 26.5 27.7 28.4 28.6 28.6 28.0 27.4
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４. 競争環境 

韓国の免税ビジネスは、政府から与えられる営業権を必要とします。2013 年に、政府は突如新しい政策を発表し、5 年

に一度公開入札によって免税店運営業者を選定することとなりました。その背景には、少数の財閥が市場を占有している

ことに対する懸念があげられます。このことにより、運営業者間の競争はさらに激化しましたが、免税店の買い物客は割引

率の高まりによる恩恵を受けています。2015 年 11 月に行われた入札では、ロッテワールドタワー免税店を運営するロッテ

と SK Wakerhill （SK ウォーカーヒル）の免税店を運営する SK が営業権を失いました。一方、韓国の大手百貨店の

Shinsegae（新世界） 、韓国の財閥の一つである Doosan（斗山） が新たに営業権を獲得しました。  
 

図 14. カテゴリー別店舗数の推移 

 

出所：韓国関税庁よりスパークス作成  
 

免税店運営業者からは、投資の妨げになること、韓国免税市場の競争力低下を招くこと、雇用の不安定化につながる

ことなど、営業権の有効期間を 5 年に限定することに対して多くの懸念が示されたため、2016 年 4 月に営業権期間を現在

の 5 年から 10 年に延長することが発表されました。また、10 年が経過した後も、免税店運営会社は一定の基準を満たす

限り営業権を維持できます。 

また同時に、韓国のカスタマーサービスは新たに 6 つの免税店運営会社（ソウルに 4 社、SME 運営会社に 1 社、

Gangwon-do（江原道）に1社）が選ばれる見通しを発表しました（図15）。年内に正式に営業権が付与されれば、新しい免

税店運営会社は 2017 年下期から営業を開始します。既存の免税店運営会社が市場シェアを守るため、客数を獲得する

ための競争がますます激化してくるでしょう。 
 

図 15. 新しい免税店運営会社 

 
出所：韓国関税庁よりスパークス作成  

1979 1989 1999 2009 2011 2013 2014 2015 2016.03
免税店 外交官のみ 1 1 1 1 1 1 1 1 1

空港 3 4 8 15 17 17 20 22 22
中心地 2 29 11 10 10 17 17 19 21
合計 6 34 20 26 28 35 38 42 44
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５. 免税店運営会社の海外展開 

韓国の二大免税店運営会社であるロッテと新羅ホテルは、訪韓観光客の減少や、規模の経済を働かせて世界の高級

ブランドに対する価格交渉力を強めるため、中国人観光客に人気のタイや日本における免税店の営業権を確保しています。 

ロッテは、2016 年 3 月、東京銀座の東急プラザに初めて店舗をオープンさせました（図 16）。現在は 2017 年春に大阪

で 2 店舗目を開業予定です。2020 年までには、ロッテは日本の主要都市に 4-5 店舗をオープンさせる予定です。ロッテ

は現在、上記以外に、海外で 4 店舗を運営しており、関西空港店（図 17）、グアム空港店、ジャカルタ空港店、ジャカルタ

市街店があります。 
 

図 16. ロッテ免税店 銀座店                          図 17. ロッテ免税店 関西空港店 

 

出所：会社資料よりスパークス作成                      出所：会社資料よりスパークス作成 
 

高島屋は全日空商事と新羅ホテルとのジョイントベンチャーを創設し（出資比率は高島屋が 60％、全日空商事が 20％、

新羅ホテルが 20％）、日本の主要都市に空港型の免税店を展開する予定です。もし新宿の 1 号店が来春に開業し、成功

を収めれば、ジョイントベンチャーは大阪やその他の都市でも店舗をオープンするでしょう。新羅ホテルの経営する海外の

免税店は現在、シンガポールのチャンギ空港（図 18）とマカオ空港の 2 店舗です。 
 

図 18. 新羅免税店 チャンギ空港店 

 
出所：会社資料よりスパークス作成 
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６. 結論  

世界の旅行小売市場は成長を続けており、中でもアジア太平洋地域は最も急速に成長しています。韓国はアジア太平

洋地域で最大の免税市場で、訪韓中国人観光客の増加に伴い過去 5 年の年率平均成長率は 16％でした。韓国におけ

る免税ビジネスは、政府からの営業権を必要とし、Hanswha（ハンファ）、新世界、斗山などの新規参入業者によって、競

争は激化しており、免税店の買い物客にとってはより割引サービスを受けやすい環境が整っています。 

韓国の 2 大免税店運営会社のロッテと新羅ホテルは、韓国国内の競争激化の影響を軽減するため、中国人観光客に

人気の日本やタイなどの海外市場にも目を向けています。韓国の観光市場の成長に伴い、韓国の免税店市場は成長が

期待されます。しかしながら、韓国の免税店運営会社の利益率は、他社の新規参入による競争の激化によって、低下す

ることが見込まれます。新規参入業者は、認知度の低さと、世界の高級ブランドに対する価格交渉力の弱さから、損益分

岐点に到達するために十分に顧客を獲得するまで、苦しい展開が予想され、ビジネスを続けられるかどうかは不明確で

す。 

 

長期的にみると、整理統合の過程を経て、最終的にはロッテや新羅ホテルなどの大手企業が生き残り、市場全体の成

長を享受するのではないかと予想します。 

 


